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職名

昭和 昭和

平成 平成

令和 令和

年 か月 日

※事業所（種別）・期間ごとに作成してください。

※事業所印（法人印）による訂正印がなく訂正された場合，本証明書は無効となります。

※受講希望者が作成した場合，本証明書は無効となります。（受講者が代表者の場合は除く。）

※理由の如何にかかわらず，本様式以外の証明書は無効となります。

様式２

実　務　経　験　証　明　書

証明日

法 人 等 の 名 称

サービス管理責任者基礎研修　

施 設 ・ 事 業 所 等 の 名 称

施設・事業所等の所在地

代 表 者 職 氏 名
（法人又は施設・事業所等）

法 人 ・ 事 業 所 等 連 絡 先

問 合 せ 担 当 者 氏 名

問 合 せ 担 当 者 連 絡 先

勤務している
（していた）

施設又は事業所

　下記の者の実務経験は，以下のとおりであることを証明します。

ふりがな 生　年　月　日

年 月氏　　名 日

資格名を記入
⇒ 国家資格名

名　称

所在地

実務経験一覧表における業務の区分等　※実務経験一覧表を参照

記号 事業・施設等の種類

【別表１】

サービス管理
責任者

別表の種類 業務の区分※該当するものに○

国家資格に係る業務【第４号】

直接支援の業務【第２号，３号】

相談支援の業務【第１号】

※別紙「実務経験（見込）証明書の作成に関する注意事項」を参照の上，不備がないよう証明書を作成してください。

従事年数

※業務に従事していな
い期間を除き，業務に
従事した年数・月数を記
入してください。

従事日数

年 年 月　 日

【重要】証明書の発行を依頼する際は必ず，本様式と一緒に，別紙「実務経験証明書の作成に関する注意事項」，別表１
「実務経験一覧表」も証明発行担当者に渡してください。

業務従事期間

【上記の業務従事期間内に療養休暇，育児休暇，休職等の業務に従事していない期間がある場合，その期間と理由を下欄に
記載してください。】　例：令和元年１月１日～令和元年３月３１日　療養休暇

月 日 ～

※休日，有給休暇等を
除き，実際に業務に従
事した日数を記載してく
ださい。

業務内容
具体的
業務内容



（別紙）

・実務経験（見込）証明書は，法人又は事業所等の代表者が被証明者の実務経験について証明してください。
・実務経験についてのご質問にはお答えできません。受講申込者、担当者ご自身で指定権者にご確認ください。

【勤務している（していた）施設又は事業所】

・名称の欄については，施設又は事業所の名称を正確に記載してください。

・

【業務内容】

・職名は，業務に従事していた際の職名を記載してください。

・

　 ⇒ ✕

⇒ ✕

【業務従事期間】
・

【従事年数】
・

・ある月に１日でも業務に従事していれば，１か月とカウントしてください。

例： １月３１日～３月１日 ⇒

【従事日数】
・

・業務時間が１時間など短時間であっても，１日とカウントしてください。

・有給休暇日は賃金が発生するだけで，業務には従事していないため，従事日数には含めません。

例） 令和２年６月１日から令和４年８月29日まで直接支援の業務に従事 ⇒ ２年３か月　（従事日数は360日）

うち，令和３年１月１日から令和３年２月２８日まで休職期間 ⇒ ２か月（従事期間には含まない）

　２年３か月－２か月＝２年１か月←従事年数に記載する年数と月数　（従事日数：360日）

３か月

実 務 経 験 証 明 書 の 作 成 に 関 す る 注 意 事 項

実務経験一覧表における業務の区分等については，別表１「実務経験一覧表」の中から該当するものを選択
し，記載してください。

サービス管理責任者基礎研修　

療養休暇，育児休暇，休職等により，「相談支援の業務」又は「直接支援の業務」に従事しなかった期間は除い
て計算してください。

業務従事期間内で，週休日等の勤務していない日を除き，実際に「相談支援の業務」又は「直接支援の業務」
に従事した日数を記載してください。

具体的ではない例

「放課後等デイサービスにおいて，直接支援業務に従事」

「障害者支援施設において，相談支援業務に従事」

※ 上記のように記載された場合，利用者に対してどのような支援を行っていたのか，どのような内容の相談を受け
ていたのかが読み取れません。誰が見ても業務の内容が理解できるよう，具体的に記載してください。

サービス管理責任者基礎研修（以下「基礎研修」という。）の受講には，実務経験が必要となります。「従事してい
た業務」，「資格の有無」等により，受講に必要な年数が異なります。実務経験に該当する業務，年数等にについ
ては，別表１「実務経験一覧表」を確認してください。

具体的内容は，従事している（していた）業務が，実務経験一覧表に示す「相談支援の業務」又は「直接支援の
業務」に該当していることがわかるよう，できるかぎり具体的に記載してください。


